
 （法  第28条第1項  関係「前事業年度の事業報告書」） 

 令和5年度の事業報告書 
 令和5年4⽉1⽇から令和6年3⽉31⽇まで 

 特定⾮営利活動法⼈離島経済新聞社 
 １　事業の成果 

  設⽴9期⽬は、8期までに⾏ってきた事業実績および組織基盤の強化をベースに、定款に定める4 
 事業「有⼈離島地域の持続に寄与する情報発信事業」「有⼈離島地域の課題解決に寄与する交流 
 サポート事業」「有⼈離島の振興に寄与するサポート事業」「その他⽬的を達成するために必要 
 な事業」で、離島地域および広く⽇本社会への公益に資する事業を⾏った。 

  約400島・170市町村の住⺠が⼼豊かな暮らしを維持し、価値ある⽂化や⾃然を次世代に継承し 
 ていくには、「島の担い⼿」の存在が重要であるため、今期の実施事業では「⼈づくり（⼦育 
 て・教育・⼈材育成）」「⽣活基盤の構築サポート」「交流サポート」の3つに注⼒。 

  「有⼈離島地域の課題解決に寄与する交流サポート事業」では⽇本財団と連携し離島地域に存 
 在する優れた養育環境の魅⼒化を図り、都市部の親⼦との交流・移住定住を促進するメディア 
 『シマ育コミュニティ』を設⽴。オンライン勉強会やモニターツアーの実施を通じて、地域側が 
 求める離島留学者や新規就業者を地域につなぐことができた。 

  離島地域の住⺠やサポーター、ファンが中⼼読者である有⼈離島専⾨メディアを、「島の担い 
 ⼿」や「関係⼈⼝」が交流できるプラットフォームとして進化させ、オリジナルグッズの展開や 
 イベント開催により潜在的な関係⼈⼝層の取り込みにも⼒を⼊れる。 

  これらの事業を通じて、島と島、島と島外の⼈・ノウハウ・資⾦など、持続可能な離島振興に 
 必要な循環づくりに貢献した。 

 ２　事業の実施に関する事項 

 (1)　特定非営利活動に係る事業 

 事 業 名 

 (定款に記載 

 した事業) 

 具体的な事業内容 

 (A)当該事業の 

 実施予定日時 

 (B)当該事業の 

 実施予定場所 

 (C)従事者の 

 人数 

 (D)受益対 

 象 

 者の範囲 

 (E)人数 

 事業費の 

 金額 

 （単位：千 

 円） 

 (1)  有  人  離 

 島地域の持 

 続に寄与す 

 る情報発信 

 事業 

 【メディア発行】 

 一般読者や地域住民と連携 

 しながら、心豊かに生きる 

 ヒントを離島から社会に発 

 信するメディア『ritokei』 

 （ウェブ版・フリーペー 

 パー万）を発行。持続可能 

 な地域づくりのヒントを調 

 査・提供すると共に、地域 

 の維持に必要な担い手層や 

 関係人口の確保・拡大に貢 

 献する。 

 【書籍制作】 

 有人離島地域の可能性を普 

 及啓発できるよう書籍の制 

 作を実施した。 

 (A)  4  月  1  日  か 

 ら3月31日まで 

 (B)  イ  ン  ター 

 ネット上およ 

 び全国177島・ 

 180自治体の設 

 置ポイント 

 (C)５人 

 (D)サポー 

 ター会員 

 ／一般読 

 者・離島 

 地域への 

 興味関心 

 層 

 (E)約66万 

 人 

 11,955 



 (2)  有  人  離 

 島地域の課 

 題解決に寄 

 与する交流 

 サポート事 

 業　　　　 

 　 

 【島と親子をつなぐシマ育 

 事業】人々が支え合うコ 

 ミュニティ（シマ）と、子 

 育てに悩む親子のマッチン 

 グ機会を創出するメディア 

 を運営。情報および「オン 

 ライン勉強会」「モニター 

 ツアー」等を提供した。 

 【魚食推進事業】有人離島 

 地域の漁業・水産業の振興 

 支援として、日本財団「海 

 と日本PROJECT」および、専 

 門団体との共同で未利用資 

 源を活用した商品開発を実 

 施。イベントや情報発信を 

 行った。 

 (A)4月1日から 

 11月31日まで 

 (B)  オ  ン  ラ  イ 

 ンおよび全国 

 (C)8人 

 (D)サポー 

 ター会員 

 ／一般読 

 者・離島 

 地域への 

 興味関心 

 層 

 (E)7万人 

 27,541 

 (3)  有  人  離 

 島の振興に 

 寄与するサ 

 ポート事業 

 【地域支援事業】 

 地域コミュニティの維持に 

 必要なインフラを魅力する 

 ための実証・実装をサポー 

 ト。行政や企業を連携し、 

 保有するノウハウやスキル 

 を活用したアドバイスやコ 

 ンサルティング、伴走支 

 援、運営支援を行った。 

 (A)4月1日から 

 11月31日まで 

 (B)  鹿  児  島  県 

 知名町、東京 

 都利島村、北 

 海道利尻町 

 (C)３人 

 (D)連携自治 

 体または 

 対象コ 

 ミュニ 

 ティ 

 (E)1.2万人 

 15,974 

 (4)その他 

 目的を達成 

 するために 

 必要な事業 

 【グッズ企画販売】 

 離島地域を中心に、地域コ 

 ミュニティの「関係人口」 

 「移住定住」希望者の増 

 加・拡大のためのグッズ製 

 作や販売を行った。 

 (A)  4  月  1  日  か 

 ら11月31日ま 

 で 

 (B)  オ  ン  ラ  イ 

 ンおよび全国 

 (C)３人 

 (D)地域住民 

 および関 

 係人口層 

 (E) 600人 

 1,649 

 (2)　その他の事業 

 事 業 名 

 (定款に記載 

 した事業) 

 具体的な事業内容 

 (A)当該事業の実施日時 

 (B)当該事業の実施場所 

 (C)従事者の人数 

 事業費の金 

 額（単位： 

 千円） 

 （備考） 
 １　２は、(1)には特定非営利活動に係る事業、(2)にはその他の事業について区分を明らかにして 

 記載する。 

 ２　２(2)には、定款上「その他の事業」に関する事項を定めているものの、当該事業年度にその 

 他の事業を実施しなかった場合、「実施しなかった」と記載する。 


